
平成２３年度一般会計当初予算説明資料
６款 農林水産業費
１項 農 業 費 食のみやこ推進課（内線：7853）

１目 農業総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）
とっとりバーガーフェスタ 4,000 0 4,000 4,000
支援事業

トータルコスト 7,994千円 （前年度 0千円） [正職員： 0.5人]

主な業務内容 補助金交付事務

工程表の政策目標（指標） 新たなご当地グルメの拡大

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

鳥取県の食の豊かさを広く情報発信するため、地元食材を使用したご当地バーガーの祭典として

全国から注目を集める「とっとりバーガーフェスタ」の開催に対して支援を行う。

２ 主な事業内容

「とっとりバーガーフェスタ」の開催経費に対する助成 （「とっとりバーガーフェスタ支援補助金」）

《Ｈ２３とっとりバーガーフェスタの事業計画（予定）》

○名 称 とっとりバーガーフェスタvol.３ ～全国ご当地バーガーグランプリ～

○内 容 全国ご当地バーガーのＮｏ．１を決定

○開催時期 〔全国ご当地バーガーグランプリ〕 平成２３年１０月８日・９日

〔県内予選〕 平成２３年９月３日～９月１１日

○開催場所 博労座（大山町）、桝水高原（伯耆町）、奥大山スキー場（江府町）

○事業主体 とっとりバーガーフェスタ実行委員会

○事 業 費 １１，６００千円

○県助成額 ４，０００千円（定額）

○出展バーガー（Ｈ２２年度の例）

県内 伯耆黒毛和牛Ａ４バーガー（米子市）、奥大山おこわ飯バーガー（江府町）、

もさバーガー（鳥取市）、琴浦あごカツカレーバーガー（琴浦町）、ほか

県外 佐世保バーガー（長崎県）、別海ジャンボホタテバーガー（北海道）、

鶴橋カルビバーガー（大阪府）、龍馬バーガー（高知県）、ほか

３ これまでの取組状況、改善点

○「とっとりバーガーフェスタ」実施状況

区 分 Ｈ ２１ 年 度 Ｈ ２２ 年 度

名 称 とっとりバーガーフェスタvol.１ とっとりバーガーフェスタvol.２

概 要 ご当地バーガーの全県イベント ご当地バーガーの全国イベント

〔県内へのＰＲ〕 〔全国発信〕

開 催 日 Ｈ２１年１１月７．８日 Ｈ２２年１０月１０．１１日

会 場 桝水高原 博労座、桝水高原、奥大山スキー場

出店チーム数 １９チーム（県内１６、県外３） ６０チーム（県内３２、県外２８）

来場者数 ２０，０００人 ６５，０００人

事 業 費 １，７２５千円 ８，６０１千円

県助成額 食のみやこコンテスト企画事業交付金 食のみやこ鳥取県づくり支援交付金

２５０千円 ２，０００千円
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平成２３年度一般会計当初予算説明資料
経 営 支 援 課（内線：7261）

６款 農林水産業費 森林・林業総室 （内線：7300）
１項 農 業 費 水 産 課（内線：7314）

１目 農業総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本年度 前年度 比較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

債務負担行為 債務負担行為

鳥取暮らし農林水産就業 378,310 378,310
サポート事業 (570,480) (473,060) (97,420) (83,447) (487,033)

487,033 387,344 99,689 487,033

トータルコスト 524,576千円 （前年度 424,456千円） ［正職員4.7人］

主な業務内容 制度の周知、計画内容審査・承認、現地確認、助成金交付･支払事務

工程表の政策目標(指標) 新規就農、新規就業者の確保（農業：年間100人、林業：年間50人）

事業内容の説明 ※中段( )内の数値は商工労働部の緊急雇用創出事業計上額を含む額

１ 事業の目的・概要
県内の求職者はもとより、県外からのＩＪＵターン者等に農林水産業への就業を積極的に推進し、新規

就業者を受け入れた農業法人等が実施する職場内での実践的な研修等に助成することで、農林水産業にお
ける担い手確保と早期育成を支援し、県内農林水産業の雇用促進と活性化を図る。

２ 主な事業内容

助成 要求額 雇用創
事 業 名 事 業 内 容 対象 助成期間 (千円) 出目標

(名)

新規就業者 新規就業希望者を新たに雇用する農業法人等に対 農業法 １２ヶ月 131,578 ５０
早期育成支 し、OJT研修実施に必要な経費を助成。規模拡大 人、農 (最大 3 6 別途、基
援事業 等を行う経営体に対しては、2年目以降も継続助 業者等 ヶ月) 金事業

農 成（２年目６.５万円/月、３年目４万円/月)。 (５０)
※(新)1週間程度の事前体験ｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟ制度創設

(2万円/回）

雇用拡大経 チャレンジプラン支援事業で機械・施設整備を行 農業法 － 20,087 －
営体緊急支 う場合に助成を上乗せ。（1/6上乗せにより、市町 人、農
援事業 村1/6と合わせて2/3を助成） 業者等

就農研修支 新規就農を希望する者と雇用契約を締結し、農業 農地保 １２ヶ月 48,450 ２０
業 援事業 大学校等への研修派遣や自ら研修を行う農地保有 有合理

合理化法人に対し、研修費等を助成 化法人

県産農林水 県産農林水産物を利用した加工品等の開発・販売 食品加 １２ヶ月 46,165 ２０
産物加工業 を行うために、離職者等を新たに雇用する食品加 工業者
者雇用支援 工業者に対し、研修費等を助成
事業

計 246,280 ９０

鳥取県版緑の雇用支 新規就労者を雇用する林業事業体に対し、OJT研 林業事 １６ヶ月 100,747 ５０
林 援事業 修等を行うために必要な経費を助成 業体 (基本研

※(新)2泊3日の県外者向け林業体験研修を実施 修10ｹ月)
(旅費宿泊費支援)

木材産業雇用対策支 新規就労者を新たに雇用する製材所等の事業者に 製材工 １２ヶ月 49,755 ２７
業 援事業 対し、OJT研修等を行うために必要な経費を助成 場等の

事業体

計 150,502 ７７

水 漁業雇用促進対策事 新規漁船員を雇用し、研修を実施する漁業経営体 漁業経 １２ヶ月 90,251 １５
産 業 に対し、研修等を行うのに必要な経費を助成 営体

合 計 487,033 １８２

３ 債務負担行為限度額 鳥取暮らし農林水産就業サポート事業費 378,310千円（平成24年度）

４ これまでの取組状況、改善点
新規就業希望者を受入れ、雇用形態での実践的研修に取り組む農業法人等に対し、最大３年間の研修

経費を助成し、昨年より新規雇用者数は減少しているものの、農林水産分野での雇用創出に大きな成果
が上がっている。
平成２２年度雇用創出目標 ２４０名
平成２２年１２月末現在実績 ２２２名（農業：１２４名、林業：７５名、漁業：２３名）
改善点：雇用のきっかけとしての成果は大きいものの、定着率の向上が課題であるため、新規就業者

早期育成支援事業にインターンシップ助成事業、緑の雇用支援事業に林業体験研修を創設す
るなど事前体験の推進によりミスマッチ、早期離職の低減を図る。

鳥取県
版農の
雇用支
援事業
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平成２３年度一般会計当初予算説明資料
６款 農林水産業費

１項 農 業 費 経営支援課（内線：7269）
１目 農業総務費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

農業担い手育成支援
債務負担行為 債務負担行為

事業
37,500 37,500
13,900 1,191 12,709 13,900

トータルコスト 29,876千円 （前年度 14,907千円） [正職員：2.0人]

主な業務内容 補助金業務（実施調整、交付申請・決定、実績報告、支払）、県協議会・地域協議会の活動
支援

工程表の政策目標（目標） －

事業内容の説明
１ 事業の目的・概要

農業や農作業の受け手として、地域農業の担い手となる経営体（認定農業者、新規就農者、集落営農組織等）を

取り巻く経営上の課題や、産地を維持する上でのさまざまな問題について、市町村、ＪＡ、農地利用集積円滑化団

体、（財）鳥取県農業農村担い手育成機構等の関係機関がプロジェクトチームとして解決に取り組む活動を支援す
る。

２ 主な事業内容 （単位：千円）

区 分 事業主体 予 算 額 補 助 率 事 業 内 容

（新） 地域担い手育 1,000 県 1/2 各地域において、担い手育成に関し解決
プロジェクト活動 成総合支援協 市町村 1/2 を要する課題について、関係機関による
支援事業 議会、市町村、 課題解決型のプロジェクト活動をモデル的

関係機関で構 に行うのに要する経費の支援
成する任意組 （上限事業費：400千円/地区）
織

課題解決型プロジェクトのテーマ例
・果樹園の流動化、経営継承システムの
構築
・新規就農者の早期定着に向けた支援
体制の確立
・耕作放棄地の再生利用を着実に進め
るための農地仲介機能の強化

（新） 地域担い手育 12,500 県 1/3 「プロジェクト活動支援事業」を活用し、課
担い手支援リース 成総合支援協 市町村 1/6 題解決型のプロジェクト活動を展開する協
事業 議会、市町村 事業主体 1/2 議会等が、プロジェクトテーマに沿った課

題解決に資する取組みを実践する担い手
に対して行う、リース方式での農業機械等
導入補助に対して支援
（上限事業費：個人6,000千円/地区、
集落営農組織10,000千円/地区）

県協議会等活動 県農業会議、 400 県 10/10 地域段階の各プロジェクト活動に対する支
支援事業 （財）鳥取県農 援及び担い手向け研修会の開催等に要

業農村担い手 する経費の助成
育成機構、関 （上限事業費：400千円）
係機関で構成 ※H21までは国1/2、県1/2
する任意組織 H22は国庫廃止

合 計 13,900

３ 債務負担行為限度額 農業担い手育成支援事業費 37,500千円 （平成24～26年度）

４ これまでの取組状況、改善点

○生産年齢人口の減少や農業における世襲制の崩壊、ＴＰＰ参加に伴う規制緩和の影響に対する懸念等、農業及

び農村は新たな課題に直面。

○大山町では、農林局が主体となり、果樹園の流動化や経営継承のシステムについて検討準備を始めたところ。

○担い手育成や農地流動化、耕作放棄地対策などの地域課題に対応するため、関係機関がプロジェクトチームを

作り、解決にあたる活動に対してモデル的に支援。
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平成２３年度一般会計当初予算説明資料

６款 農林水産業費
１項 農 業 費 生産振興課（内線：7272）

６目 農作物対策費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

（新）

食のみやこ直売ビジネス 25,000 0 25,000 25,000

モデル支援事業

トータルコスト 36,183千円 （前年度 0千円） ［正職員：1.4人］

主な業務内容 事業推進、補助事業事務、要望とりまとめ、執行管理

工程表の政策目標（指標） －

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

直売所等を通じた産地直売システムを、「食のみやこ鳥取県」を支える新たなビジネスモデ

ルとして成長させるため、これまで支援の対象となっていなかった退職帰農者や女性グルー

プなど、様々な担い手が市場外流通を実践する取組に対して市町村と連携して支援する。

２ 主な事業内容
(単位：千円)

区 分 事 業 内 容 事業主体 予算額 補助率

市場外流通を進めるための生 直売等市場外流通の

ソフト事業 産、加工、販売に必要な研修 販売額を３年後に５

会、商品開発、販路開拓等の 割以上向上（販売額 県 １／４

取組の支援 目標の下限はおおむ

ね１００万円）を目指 市町村１／４

市場外流通を進めるために必 す農業者、農業者グ 25,000

要なパイプハウス、生産に関わ ループ及び施設等の （１戸当たり補助

ハード事業 る機器、加工・調製に関わる機 リースを行う農業協同 対象事業費上限

器、及び商品づくりに関わる機 組合等 2,000千円）

器導入の支援 （ただし、法人、認定

（トラクター及びトラクタに装着 農業者、集落営農組

するアタッチメント、軽トラック 織、農業参入企業、

等車両、乗用田植機、コンバイ 認定就農者は除く）

ン、米用乾燥機、農業以外に

利用可能な汎用性のある機器

は除く。）

３ 事業実施期間

平成２３～２４年度

４ これまでの取組状況、改善点

（１）県内直売所の農産物販売は、農業協同組合の推進運動や施設の増設、市町村の観光施設・活

性化施設の整備等の取組により、年々増加している。

（２）また、直売所を起点に、県外インショップへの出荷を実施する等、直売所を県外出荷のための集

荷窓口とする試みも展開されている。

（３）直売所の販売額は年々着実に増加し、農家にとって十分魅力的な販路となっており、新たなビジ

ネスモデルとして農家所得向上につなげることが期待される。

（４）しかしながら、直売所を主たる販路としている小規模農家等を対象とした支援施策がこれまでな

く、本事業による支援を創設。
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平成２３年度一般会計当初予算説明資料
６款 農林水産業費

２項 畜産業費 畜産課（内線：7831）
２目 畜産振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

鳥取地どりブランド
生産拡大支援事業 29,687 1,080 28,607 29,687

トータルコスト 34,480千円 （前年度 5,921千円） [正職員：0.6人]

主な業務内容 地どりの生産拡大に関する協議、補助金事務

工程表の政策目標（指標） ―

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
「鳥取地どり」(以下、地どり）を県のブランド品として定着させるため、地どりの生産等に必要な施設及び生産性

向上等に資する機械の整備に対し支援する。

２ 主な事業内容
（単位：千円）

区 分 事業主体 予算額 補助率 事 業 内 容
（１）生産施設等の 地どりの生産 地どりの飼養施設及びたい肥舎等の整備費に対
整備費補助 規模拡大を行 19,817 総事業費が１億 し助成する。

う者又は生産 円を超える場合 ※ただし、既存施設等の撤去、土地造成や、管理
を開始する者。 で、３人以上の新 棟・倉庫等の汎用性の高い施設の建設に係る費

規雇用を伴う場 用は含まない。
（２）生産性向上に 地どりを生産 合は県１/10以 地どりの生産性向上等に資する機械の整備費に
資する機械等の整 する者又は生 9,870 内。 対し助成する。
備費補助 産を開始する 上記以外の場合 ※飼養環境の向上、飼料費の低減、労働力の軽

者。 は県1/3以内（補 減、排せつ物の処理対策等を図るために必要な
助限度額は１千 機械を対象とする。
万円。）

計 29,687

３ これまでの取組状況、改善点
○地どりの生産・販売は、平成21年３月末に山陰食鶏農協が休止してから鳥取市鹿野町の法人のみで行われて
きたが、平成22年５月末から智頭町の法人及び倉吉市の個人が新たに生産・販売を開始し、県内の生産者は３
者となった。

○地どりの生産羽数の拡大を図るため、今年度、鳥取市鹿野町の法人が当事業を活用して鶏舎２棟を整備。今
年度の生産羽数は約4,000羽（前年度：約3,000羽）となる見通し。また、県内全体の年間生産羽数は３者合計
で約4,700羽となる見通し。

○来年度は、鳥取市気高町の生産グループが新規参入予定であること、米子市の法人が大山町で生産再開予
定であること、既存生産者に増羽意欲があることから、鶏舎等の施設整備への支援を継続するとともに、地どり
の生産性を向上させる機械等の整備についても支援し、生産者・生産羽数の増加を図る。
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平成２３年度一般会計当初予算説明資料
６款 農林水産業費

３項 農 地 費 農地・水保全課（内線：7336）

２目 土地改良費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

(新)
(負担金等)

戦略作物生産拡大地下
73,580 0 73,580 38,205 13,583 21,792

かんがい水田モデル整

備事業

トータルコスト 81,568千円 （前年度 0千円）［正職員：1.0人］

主 な 業 務 内 容 地下かんがいシステム整備 A=13.0ha

工程表の政策目標（指標） 市町村と連携し実施計画に基づき整備を進める

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

食料自給率向上や６次産業化に向けて、水田をフル活用し、大豆、麦、飼料米などの作付けを集団的

に行えるように地下かんがいシステムを整備し、排水不良水田の田畑輪換化や水管理コスト節減を図る

担い手農業者の先進的な取り組みを緊急的に支援する。

※地下かんがいシステムとは、水田の暗渠管と弾丸暗渠を組み合わせ、水位調整装置により地下

水位を調節し、水田に埋設した暗渠管を通して、用水を供給又は排水を自動制御する新しい技術

で、水管理が容易となり湿害の改善、干ばつ防止ができ、収量増、品質向上が図られる。

また、今後の農家の高齢化や大規模営農組織の低コスト農業に対する新しい省力システムとし

て農家の期待は高い。

２ 主な事業内容

（１）事業内容：地下かんがいシステム整備（疏水材にモミガラを使用）

事 業 量：施工面積１３．０ha

事 業 費：７３，５８０千円

工事費６５，０００千円、測量設計費８，５８０千円

（２）負 担 率：通常負担率（国５０％、県２５％、市町村１０％、地元１５％）に対し、地元負担

率を市町村が負担軽減する場合、市町村と同率で嵩上げ（５％）し、地元負担を軽

減する。

＜地元負担を１０％軽減した場合＞

①一般地域

国５０％、県３０％、市町村１５％、地元５％

②中山間地域（振興山村、過疎、特定農山村）

国５５％、県２９％、市町村１４％、地元２％

（３）事業主体：県

（４）実施場所及び面積

倉吉市関金町地区、江府町江尾・宮市地区ほか４ヶ所

（５）実施年度：２３年度

３ これまでの取組状況、改善点

平成１９年度から３年間、｢エコ水田整備技術モデル事業｣（事業主体：鳥取県土地改良事業団体

連合会）において地下かんがいシステムの試験施工(0.3ha)を行い、用排水調整容易化による水稲や

大豆の収量増や品質向上効果を確認した。その成果を踏まえ、平成２２年度に低コスト農業の実証

と温室効果ガスの吸収源対策としての竹炭チップを活用した炭素貯留の実証を行った。

さらに、平成２３年度はこれらの成果を踏まえ、緊急的かつ集中的に地下かんがいシステムを県

内で広範に推進することで低コストで多様な営農への取り組みを支援する。
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平成２３年度一般会計当初予算説明資料
６款 農林水産業費

５項 水産業費 水産課（内線：7309）
２目 水産業振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

債務負担行為 債務負担行為

沖合底びき網漁業生 61,347 61,347

産体制存続事業 73,425 10,205 63,220 73,425

トータルコスト 74,224千円 （前年度 10,205千円） [正職員：0.1人]

主な業務内容 制度設計、制度の周知説明、国との調整、補助金交付事務

工程表の政策目標（指標） 省エネ型漁業への転換、経営能力の向上、漁業後継者の確保

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要
漁船リース推進事業の補助率を見直した新たなリース制度の創設や中古船の継続利用のための機器

整備費等の助成を行うことで、鳥取県の中核的な漁業である沖合底びき網漁業の活性化を図り、食のみ

やこ鳥取県を推進するための重要な水産資源を安定的に確保する。

２ 主な事業内容
（１）漁船リース推進事業（継続）

事業の内容 漁協が行う漁船リース事業に必要な経費の一部を助成する。

事業実施主体 漁協

補助対象経費 リース料のうちの付加料部分

（付加料: リース料から船価を除いた、資金調達利息、保証料、固定資産税、漁

船保険料等）

補 助 率 間接補助

国庫補助金を充当し、その残額から漁協事務費と消費税を差し引いた額の1/2

を市町村が負担する場合に限り、残りの1/2を県が負担する。

（２）沖合底びき網漁業生産体制存続事業（漁船リース）（新規）
事業の内容 漁協が行う漁船リース事業に必要な経費の一部を助成する。

事業実施主体 漁協

補助対象経費 リース料のうちの付加料部分

（付加料: リース料から船価を除いた、資金調達利息、保証料、固定資産税、漁

船保険料等）

補 助 率 間接補助

国庫補助金を充当し、その残額から漁協事務費と消費税を差し引いた額の1/3

を市町村が負担する場合に限り、残りの2/3を県が負担する。

6年目以降の国補助率減額分は、船主負担とする。

（３）沖合底びき網漁業生産体制存続事業（漁業経営能力向上促進事業）（新規）
事業の内容 中古船の継続利用のために必要な機器整備経費等を助成する。

事業実施主体 沖合底びき網漁業者（漁業経営改善計画を策定した者）

補助対象経費 省エネ機関、漁船用機器、漁具等の整備経費

補 助 率 間接補助 市町村1/6 県1/3

３ 債務負担行為
平成２４年度から平成３８年度まで ６１，３４７千円

４ これまでの取組状況、改善点

漁船リース推進事業により平成15年度以降5隻の沖合い底びき漁船が建造されたが、平成17年度以降は

国の助成額が減額されたことなどから制度の利用実績が無く、漁船の更新が進んでいない。このまま放置す

れば、廃業による県内漁業等への影響が大きいため、県と市町村で助成率の見直しを行い、新たなリース制

度を創設することで漁船建造を促進する。また、中古船を継続使用するための経費を助成することにより沖

合底びき網漁業の生産体制を維持する。
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平成２３年度一般会計当初予算説明資料
６款 農林水産業費
５項 水産業費 水産課（内線：7309）

２目 水産業振興費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備 考

国庫支出金 起債 その他 一般財源

水産物の流通改革・

消費拡大へのチャレ 2,706 2,145 561 2,706

ンジ支援事業

トータルコスト 5,102千円 （前年度 3,759千円） [正職員：0.3人]

主な業務内容 漁業者等への制度周知、補助金交付事務、事業実施主体との連携

工程表の政策目標（指標） 生産現場での価格向上、販路拡大や流通の簡素化・多様化、ブランド化による魚価
向上、特産加工品づくりの推進

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

既存の水産物流通を改革し、地産地（他）消の拡大にチャレンジする先進的・モデル的な取り組み（産

地から消費者へ直販、産地と小売との直接取引、地魚の学校給食への拡大など）を支援する。

２ 主な事業内容

（１）流通改革・消費拡大の発展型チャレンジ（新規）

対象事業 インターネットを活用した消費者への魚食の提案と直接販売、産地と小売店・飲食

店との直接取引、魅力的な加工品づくりと学校給食への拡大など、水産物流通の

新たな取り組みのうち、本県水産物の付加価値向上に波及効果が期待できる発展

的、モデル的な活動

事業主体 漁業者、漁業協同組合、加工業者、流通業者、またはそれらを含む任意団体

補助率 １/２（上限１，０００千円）

補助件数 ２事業（公募に対し応募のあった申請の中から審査により選定）

（２）漁業者による流通チャレンジ（既存事業を修正）

対象事業 漁業者や漁業者を含むグループが行う産地直送・販路開拓、鮮度向上、地域ブラ

ンド創出支援、加工品づくりなどの新たな取り組み

事業主体 漁業者または漁業者を含む任意団体（過去に当事業で補助を受けていない者）

補助率 １/２（上限３００千円）

補助件数 ２事業（公募に対し応募のあった申請の中から審査により選定）

３ これまでの取組状況、改善点

水産物流通対策チャレンジ支援事業（平成２０～２２年度）による支援を通じ、生産現場において、「インタ

ーネットによる消費者への直接販売」、「流通業者と連携した水産物の産地直送」、「加工業者と連携した未

利用海草の加工品づくり」など付加価値向上の新たな取り組みが広がり始めている。

こうした積極的に取り組んでいる漁業者等のチャレンジのステップアップを図るとともに、対象事業の規模

や実施主体を拡大することで、より地域全体への波及効果が高い発展型の取り組みを促すこととした。

また、漁業者等が自ら取り組む流通対策については、事業年度を２０～２２年度に限り支援してきたところ

であるが、魚価の低迷など水産業を巡る環境は厳しい状況が続いていることから、せっかく生まれてきたチャ

レンジの芽が絶えることのないよう、補助件数を絞り、真に先進的な取り組みに限って支援していくこととし

た。
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平成２３年度鳥取県県営境港水産施設事業特別会計当初予算説明資料
１款 事業費

１項 事業費 水産課・境港水産事務所（0859-42-3167）

１目 魚市場事業費 （単位：千円）

財 源 内 訳
事 業 名 本 年 度 前 年 度 比 較 備考

国庫支出金 起債 その他 繰入金

（新）

魚体選別機整備事業 198,000 0 198,000 198,000

トータルコスト 199,598千円 （前年度 0千円） [正職員：0.2人]

主な業務内容 魚体選別機の導入及び運営管理調整業務

工程表の政策目標 全国主要漁港水揚量順位１０位以内の確保

（指標）

事業内容の説明

１ 事業の目的・概要

県営境港水産物地方卸売市場の受入販売体制を強化するため魚体選別機を整備し、取扱量の維

持向上、水産物の付加価値向上等を図る。

○選別処理機能が必要とされた経緯

・境漁港は西日本最大の水揚量を誇る漁港であり、これまで大量の漁獲物を冷凍向けに迅速に処

理する体制に特化してきた。

・近年の水産資源減少に伴い、生産者は漁獲物の付加価値向上を求め、生鮮消費向け漁獲物につ

いては選別機能の整った近隣他港に水揚げする傾向にある。

・境漁港の今後の発展を図るためには、従来の冷凍向け大量処理機能に加え、生鮮向け選別処理

機能を整備し、生産者・消費者の双方に魅力のある漁港とする必要がある。

２ 主な事業内容

・魚体選別機等設置工事（魚体選別機２式） 187,470千円

・電気設備等工事 10,530千円

選別部分：間隔の調整可能なローラーに 平面配置図

魚を流し魚体の幅により選別

３ これまでの取組状況、改善点

○これまでの取り組み状況

・境港の水揚量は平成6年以降減少に転じ、生産者からは量的減少の補完を目的とした付加価値向上の

ため、市場の選別機能整備の要望があった。

・平成21年度から境港地域プロジェクト協議会において、まき網関係地域流通改革計画の主要項目と

して協議を開始した。

・同年度末建設委員会を設置し、他業種との岸壁利用調整、選別処理後の動線想定、利用管理体制の

設計等具体的内容の調整を実施した。

・平成22年度から近隣の島根県恵曇港の魚体選別機が稼働し、水揚物の流出がより明白となり、 地域

の意向として速やかな整備が望まれている。
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